
ＯＤＡに関する有識者懇談会の開催について 

平成３０年６月 

  （平成３０年11月改訂） 

外務省国際協力局 

１ 趣旨  

●限られた予算の中で，ＯＤＡをこれまで以上に有効かつ戦略的に活用していく観点か

らは，多様な実施主体の力を引き出していく必要性が高まっている。 

●そのために，ＯＤＡに関わる実施主体（開発ＮＧＯ，民間団体，地方自治体等）をど

のように強化し，役割を分担していくことができるかについて，現状の全体像を踏ま

えた上で，より効果的・効率的なＯＤＡの実施に必要な方向性を有識者（別紙）に議

論いただき，提言をまとめていただく。 

 

２ 議題  

●論点１：ＮＧＯの抜本的強化  

（資金面：日本の国際協力ＮＧＯの財政的自立にとって必要なものは何か，人材面：ＮＧＯの大規模

事業実施能力，専門性，説明責任能力の向上に対する支援のあり方，信頼（認知）度：ＮＧＯの社

会的信頼度（認知度）向上に向けた支援のあり方，ＯＤＡとＮＧＯ：上記を踏まえてＮＧＯによる

ＯＤＡ事業実施のあり方 等） 

●論点２：多様な担い手によるＯＤＡの実施 

（ＮＧＯ，財団法人，民間団体・企業，国際機関，地方自治体による積極的な国際協力のあり方，政

府との連携のあり方 等） 

 

３ スケジュール（案） 

・７月２５日 第１回会合 論点の整理，論点１について議論 

・９月１８日 第２回会合 論点２について議論 

・１１月８日 第３回会合 ＯＤＡとＪＩＣＡの現状・課題（事務局説明） 

             提言座長草案の提示・議論 

・１１月末   第４回会合  予算政府案提出へ向けた提言とりまとめ 

 ※各会合は１時間半程度を想定。 

 

４ 議論の扱い 

懇談会の議事要旨及び配布資料は公表する。ただし，座長が特に必要と認めるときは，

資料の全部又は一部を公表しないものとすることができる。 

 

５ 運営・庶務 

議事進行は外務大臣が指名した座長が総括する。前４項に定めるもののほか，有識者

懇談会の運営に関する事項は，座長が定める。有識者懇談会の庶務は外務省国際協力局

政策課において処理する。                        （了） 



別紙 
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